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第１　はじめに
知的財産権の中でも、農水知財の分野は、普段あ

まり接することがないという人も多くいらっしゃる
のではないでしょうか。しかし、農水知財には、他
の知的財産法と異なる制度や特有の事情も多く、な
かなか興味深い分野ですので、今回は、その農水知
財に関して、近時の法改正など、最新の状況をご紹
介したいと思います。

第２　令和２年種苗法改正
令和２年の法律第74号で、種苗法が改正されまし

た。第４次改正などと呼ばれ、平成19年の第３次改
正以来、実に10年以上ぶりの大幅改正となりました。
その法改正の概要をご説明します。
１　侵害推定規定の新設（種苗法35条の２）

（１）現物主義

種苗法20条１項は、「育成者権者は、品種登
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